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平成２６年度泉南市水道事業会計決算認定について



報告第１号 

 

平成２６年度決算に基づく泉南市健全化判断比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の規定により、平成２６年度決算に

基づく泉南市健全化判断比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

  平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２６年度決算に基づく泉南市健全化判断比率 

（単位：％） 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率 

― 

（１２．９８） 

― 

（１７．９８） 

１０．２ 

（２５．０） 

１３５．１ 

（３５０．０） 

 ※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は赤字額がないため「－」と記載している。 

 ※本市の早期健全化基準を括弧内に記載している。 
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泉南監報告第 １１ 号 

平成２７年８月１３日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員  齋 藤 一 夫 

泉南市監査委員  南   良 徳  

 

平成２６年度泉南市財政健全化判断比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査に付された、平成２６年度泉南市財政健全化判

断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、次のとおり意見を提出します。 

 

平成２６年度泉南市財政健全化判断比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適

正に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成され

ているものと認められる。 

 いずれの比率も早期健全化基準未満であり、「財政健全化計画」策定を要しない。 
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記 

（単位：％） 

健全化判断比率 平成２５年度 平成２６年度 早期健全化基準 

①実質赤字比率 ― ― １２．９８ 

②連結実質赤字比率 ― ― １７．９８ 

③実質公債費比率 ９．１ １０．２ ２５．０ 

④将来負担比率 １３８．１ １３５．１ ３５０．０ 

※「―」は実質赤字額・連結実質赤字額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

①実質赤字比率について 

 平成２６年度の実質収支は黒字であるため、実質赤字比率は算定されない。 

②連結実質赤字比率について 

 平成２６年度の連結実質収支は黒字であるため、連結実質赤字比率は算定されない。 

③実質公債費比率について 

 平成２６年度の実質公債費比率は１０．２％となっており、早期健全化基準の２５．０％未満である。 

④将来負担比率について 

 平成２６年度の将来負担比率は１３５．１％となっており、早期健全化基準の３５０．０％未満である。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

 特に指摘すべき事項はない。 
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報告第２号 

 

平成２６年度大阪府泉南市下水道事業特別会計決算に基づく資金不足比率について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、平成２６年度大阪

府泉南市下水道事業特別会計決算に基づく資金不足比率を監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２６年度決算に基づく資金不足比率 

（単位：％） 

※資金不足額がないため「－」と記載している。 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

下水道事業特別会計 － ２０．０ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施

行令（平成 19 年政令第 397 号）第 17 条の規

定により事業の規模を算定 
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泉南監報告第 １２ 号 

平成２７年８月１３日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員 齋 藤 一 夫 

泉南市監査委員 南   良 徳 

 

平成２６年度泉南市下水道事業特別会計資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により審査に付された、平成２６年度泉南市下水道事業

特別会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、次のとおり意見を提出します。 

 

平成２６年度泉南市下水道事業特別会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適正

に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されて

いるものと認められる。 
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記 

 

（単位：％） 

比 率 名 平成２５年度 平成２６年度 経営健全化基準 

資金不足比率 ― ― ２０．０ 

※「―」は資金不足額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

   平成２６年度は資金不足額がないため、資金不足比率は算定されない。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 
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報告第３号 

 

平成２６年度泉南市水道事業会計決算に基づく資金不足比率について 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項の規定により、平成２６年度泉南

市水道事業会計決算に基づく資金不足比率を別紙監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

 

平成２６年度決算に基づく資金不足比率 

（単位：％） 

会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準 備  考 

水道事業会計 － ２０．０ 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律

施行令（平成19年政令第397号）第17条の規

定により事業の規模を算定 

 ※資金不足額がないため「－」と記載している。 
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泉南監報告第 １３ 号 

平成２７年８月１３日 

泉南市長 竹 中 勇 人 様 

泉南市監査委員 齋 藤 一 夫 

泉南市監査委員 南   良 徳 

 

平成２６年度泉南市水道事業会計資金不足比率審査意見について 

 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により審査に付された、平成２６年度泉南市水道事業会

計における資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査しましたので、次のとおり意見を提出します。 

 

平成２６年度泉南市水道事業会計資金不足比率審査意見書 

 

１ 審査の概要 

 この審査は、市長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類が、法令等に基づき適正

に作成されているかどうかを主眼として実施した。 

 

２ 審査の結果 

⑴ 総合意見 

 審査に付された下記、資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されて

いるものと認められる。 
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記 

 

（単位：％） 

比 率 名 平成２５年度 平成２６年度 経営健全化基準 

資金不足比率 ― ― ２０．０ 

※「―」は資金不足額がないことを示す。 

 

⑵ 個別意見 

   平成２６年度は資金不足額がないため、資金不足比率は算定されない。 

 

⑶ 是正改善を要する事項 

   特に指摘すべき事項はない。 
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議案第１号 
 

   泉南市公平委員会委員の選任について 

 
 次の者を泉南市公平委員会委員に選任したいので、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第９条の２第２項の規定

により、議会の同意を求める。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
 
住  所  大阪府藤井寺市小山四丁目３番９号 
氏  名  佐 野  久（さの たかひさ） 
生年月日  昭和３４年４月１２日 
職  業  弁護士 

 
提案理由 
 佐野久氏は、平成２７年１２月２３日をもって任期満了となるが、泉南市公平委員会委員として最適任者と認め、再任

したいので、提案するものである。 
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議案第１号参考 
 
   佐 野  久 氏 経歴 
 
昭和５８年 ３月  同志社大学法学部法律学科卒業 
同 ５８年 ４月  大阪府事務吏員採用 
平成１０年１０月  司法試験合格 
同 １１年 ３月  大阪府退職 
同 １２年１０月  大阪弁護士会登録、近畿中央法律事務所勤務 
同 １３年 １月  弁理士登録 
同 １４年 ４月  近畿中央法律事務所退職 
同 １４年 ５月  佐野・吉田法律特許事務所を開設 
同 １６年１１月  税理士登録 
同 ２０年１１月  南森町佐野法律特許事務所に名称変更 
同 ２３年１２月  泉南市公平委員会委員に就任（現在に至る。） 
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議案第２号 

 

   泉南市樽井地区財産区管理委員の選任について 

 

 次の者を泉南市樽井地区財産区管理委員に選任したいので、泉南市樽井地区財産区管理会協議書第３条の規定により、議会

の同意を求める。 

 

  平成２７年９月２日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 

 

住  所 泉南市樽井五丁目４番３７号 

氏  名 稲垣 智彦（いながき ともひこ） 

生年月日 昭和２７年１０月３日 

職  業 会社員 

経  歴 会社員 

 

住  所 泉南市樽井五丁目２７番２６号 

氏  名 久世 陽一（くぜ よういち） 

生年月日 昭和１２年９月５日 

職  業 自営業 

経  歴 元樽井区選挙管理委員 
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住  所 泉南市樽井五丁目２４番２号 

氏  名 芝野 誠一（しばの せいいち） 

生年月日 昭和１８年２月２６日 

職  業 無職 

経  歴 元民生委員 

 

住  所 泉南市樽井四丁目２５番２７号 

氏  名 城野 伊一郎（じょうの いいちろう） 

生年月日 大正１５年１０月２２日 

職  業 自営業 

経  歴 元樽井区長代行 

 

住  所 泉南市樽井五丁目２０番２号 

氏  名 竹野 利宏（たけの としひろ） 

生年月日 昭和７年８月１８日 

職  業 会社経営 

経  歴 元樽井区長 

 

住  所 泉南市樽井五丁目１４番１８号 

氏  名 又野 信一（またの しんいち） 

生年月日 昭和２２年７月２４日 

職  業 無職 

経  歴 元会社員 
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住  所 泉南市樽井六丁目２６番３号 

氏  名 又野 孝江（またの たかえ） 

生年月日 昭和１４年６月２９日 

職  業 無職 

経  歴 元民生委員 
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議案第３号 
 

泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例の制定に  
ついて 

 
 泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 
提案理由 
 泉南市学校給食検討委員会及び泉南市学校施設検討委員会を設置するとともに、当該委員の報酬の額について規定するため、

本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 
 

   泉南市附属機関に関する条例及び報酬及び費用弁償条例の一部を改正する条例 
 
 （泉南市附属機関に関する条例の一部改正） 
第１条 泉南市附属機関に関する条例（昭和４６年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 
  別表第２泉南市教育委員会評価委員会の項の次に次のように加える。 

泉南市学校給食検討委員会 学校給食事業の適正運営及び安全性の確保に関する事項 
泉南市学校施設検討委員会 学校施設の施設整備に関する事項 

 （報酬及び費用弁償条例の一部改正） 
第２条 報酬及び費用弁償条例（昭和３１年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 
  別表教育委員会評価委員会委員の項の次に次のように加える。 

学校給食検討委員会委員 日額 ７，５００円 
学校施設検討委員会委員 日額 ７，５００円 

   附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４号 

 

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）の施行に伴い、す

べての国民にマイナンバーが通知されることとなり、同法第３１条の規定に基づき、特定個人情報の利用及び提供の制限、

開示請求等について必要な措置を講ずるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

  

泉南市個人情報保護条例（平成１９年泉南市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１号中「除く。）」の次に「及び特定個人情報のうち事業を営む個人の当該事業に関する情報」を加え、同条中

第６号を第１０号とし、第２号から第５号までを４号ずつ繰り下げ、第１号の次に次の４号を加える。 

⑵ 個人番号 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以

下「番号法」という。）第２条第５項に規定する個人番号をいう。 

⑶ 特定個人情報 番号法第２条第８項に規定する特定個人情報をいう。 

⑷ 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項の規定により記録された特定個人情報をいう。 

⑸ 保有特定個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した特定個人情報であって、当該実施機関の職員が組

織的に利用するものとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。 

第８条第１項中「除き、個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。以下この条において同じ。）」を加え、同条の次に

次の３条を加える。 

（特定個人情報の利用の制限） 

第８条の２ 実施機関は、利用目的以外の目的のために保有特定個人情報（情報提供等記録を除く。以下この条において同

じ。）を自ら利用してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要である場合であって、本人の同意

があり、又は本人の同意を得ることが困難であるときは、利用目的以外の目的のために特定個人情報を利用することがで
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きる。ただし、特定個人情報を利用目的以外の目的のために自ら利用することによって、本人又は第三者の権利利益を不

当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りではない。 

（情報提供等記録の利用の制限） 

第８条の３ 実施機関は、利用目的以外の目的のために情報提供等記録を自ら利用してはならない。 

（特定個人情報の提供の制限） 

第８条の４ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定個人情報を提供してはならない。 

第１２条第１項中「及び」を「並びに」に改め、「第２１条第１項」の次に「及び第２項」を加え、同条第２項中「代理

人」の次に「（特定個人情報にあっては、未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は本人の委任による代理人）」を

加え、同項ただし書中「ただし、」の次に「特定個人情報を除く個人情報については、」を加える。 

第１５条第２項中「代理人」の次に「（特定個人情報にあっては、法定代理人又は本人の委任による代理人）」を加える。 

第１９条の次に次の１条を加える。 

（情報提供等記録の提供先への通知） 

第１９条の２ 実施機関は、訂正決定に基づき実施機関が保有する情報提供等記録の訂正の実施をした場合において、必要

があると認めるときは、総務大臣及び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に係る番号

法第２３条第１項及び第２項に規定する記録に記録された者であって、当該実施機関の長以外のものに限る。）に対し、

遅滞なく、その旨を書面により通知するものとする。 

第２０条第１項中「関する個人情報」の次に「（特定個人情報を除く。）」を加える。 

第２１条第１項中「情報」の次に「（特定個人情報を除く。）」を加え、同条第３項中「第１項」の次に「及び第２項」

を加え、同項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次

の１項を加える。 

２ 何人も、自己を本人とする特定個人情報（情報提供等記録を除く。以下この項において同じ。）が次の各号のいずれか

28



に該当すると思料するときは、この条例の定めるところにより、当該特定個人情報を保有する実施機関に対し、当該各号

に定める措置を請求することができる。 

⑴ 当該特定個人情報を保有する実施機関により適法に取得されたものでないとき、又は第８条の２の規定に違反して利

用されているとき、番号法第２０条の規定に違反して収集され、若しくは保管されているとき、又は番号法第２８条の

規定に違反して作成された特定個人情報ファイル（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをいう。）に

記録されているとき 当該特定個人情報の利用の停止又は消去 

⑵ 第８条の４の規定に違反して提供されているとき 当該特定個人情報の提供の停止 

第２４条に次の１項を加える。 

３ 特定個人情報の開示請求において、実施機関は、経済的困難その他の特別な理由があると認めるときは、規則で定める

ところにより、当該開示請求に係る手数料を減額し、又は免除することができる。 

第３５条第２項中「開示」の次に「（特定個人情報の開示を除く。）」を加える。 

第３８条中「第６号」を「第１０号」に改める。 

附 則 

（施行期日) 

１ この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す 

る。 

⑴ 第８条の２の改正規定 平成２８年１月１日 

⑵ 情報提供等記録に関する部分の規定 番号法附則第１条第５号に定める日 

（泉南市情報公開・個人情報保護制度運営審議会条例の一部改正） 

２ 泉南市情報公開・個人情報保護制度運営審議会条例（平成１１年泉南市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１項中「第３号」を「第７号」に改める。 
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（泉南市暴力団排除条例の一部改正） 

３ 泉南市暴力団排除条例（平成２５年泉南市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

  第１４条第１項中「第３号」を「第７号」に改める。 
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議案第５号 

  

泉南市手数料条例の一部を改正する条例の制定について 

  

泉南市手数料条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２７年９月２日提出 

  

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

  

提案理由 

 マイナンバー制度の導入により、平成２７年１０月から住民登録のある方に個人番号通知カードにより個人番号の通知が

行われること及び申請に基づき平成２８年１月から個人番号カードの交付が始まることに伴い、個人番号通知カード及び個

人番号カードの再交付に係る手数料を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市手数料条例の一部を改正する条例 

  

泉南市手数料条例（平成１２年泉南市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第２条の表中４１の項及び４２の項を削り、同表中２４の項から４０の項までを２項ずつ繰り下げ、同表２３の項の次に

次の２項を加える。 

２４ 個人番号通知カードの再交付 １件につき５００円 

２５ 個人番号カードの再交付 １件につき８００円 

附 則 

この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、第２条の表中４１の項及び４２の項を削る部分及び同表２３

の項の次に２５の項を加える部分の規定については、平成２８年１月１日から施行する。 
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議案第６号 

 

泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 地方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号）の公布に伴う市民税等の制度改正について、所要の措置を講

じる必要から、本条例を提案するものである。  
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泉南市条例第 号 

 

泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例 

 

泉南市市税賦課徴収条例（昭和３２年泉南市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

第２条第３号中「又は名称」を「（法人にあつては、事務所又は事業所の所在地、名称及び法人番号（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第１５項に規定する法人番号を

いう。以下同じ。））（法人番号を有しない者にあつては、事務所又は事業所の所在地及び名称）」に改め、同条第４号中

「又は名称」を「（法人にあつては、事務所又は事業所の所在地、名称及び法人番号）」に改める。 

第５条の次に次の５条を加える。 

（徴収猶予に係る市の徴収金の分割納付又は分割納入の方法） 

第５条の２ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）第１５条第３項及び第５項に規定する条例で定

める方法は、その猶予する期間内において、その猶予に係る金額をその者の財産の状況その他の事情からみて合理的かつ

妥当なものに分割して納付し、又は納入させるものとする。 

２ 市長は、法第１５条第３項又は第５項の規定により、同条第１項若しくは第２項の規定による徴収の猶予（以下この節

において「徴収の猶予」という。）又は同条第４項の規定による徴収の猶予をした期間の延長（次項及び第４項において

「徴収の猶予期間の延長」という。）に係る市の徴収金を分割して納付し、又は納入させる場合においては、当該分割納

付又は当該分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を定めるも

のとする。 

３ 市長は、徴収の猶予又は徴収の猶予期間の延長を受けた者がその納付期限又は納入期限までに納付し、又は納入するこ
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とができないことにつきやむを得ない理由があると認めるときは、前項の規定により定めた分割納付又は分割納入の各納

付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変更することができる。 

４ 市長は、第２項の規定により分割納付又は当該分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ご

との納付金額又は納入金額を定めたときは、その旨、当該分割納付又は当該分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各

納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額その他必要な事項を当該徴収の猶予又は当該徴収の猶予期間の延長

を受けた者に通知しなければならない。 

５ 市長は、第３項の規定により分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額を変更し

たときは、その旨、その変更後の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額

その他必要な事項を当該変更を受けた者に通知しなければならない。 

（徴収猶予の申請手続等） 

第５条の３ 法第１５条の２第１項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実があること及びその該当する事実に基づき市の徴収金を一時に納付

し、又は納入することができない事情の詳細 

⑵ 納付し、又は納入すべき市の徴収金の年度、種類、納期限及び金額 

⑶ 前号の金額のうち当該猶予を受けようとする金額 

⑷ 当該猶予を受けようとする期間 

⑸ 分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入を行うかどうか（分割納付又は分割納入の方法により納付又は納入

を行う場合にあつては、分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付

金額又は納入金額を含む。） 

⑹ 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、かつ、猶予期間が３月を超える場合には、提供しようとする法第１

６条第１項各号に掲げる担保の種類、数量、価額及び所在（その担保が保証人の保証であるときは、保証人の氏名及び
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住所又は居所）その他担保に関し参考となるべき事項（担保を提供することができない特別の事情があるときは、その

事情） 

２ 法第１５条の２第１項に規定する条例で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

⑴ 法第１５条第１項各号のいずれかに該当する事実を証するに足りる書類 

⑵ 財産目録その他の資産及び負債の状況を明らかにする書類 

⑶ 猶予を受けようとする日前１年間の収入及び支出の実績並びに同日以後の収入及び支出の見込みを明らかにする書類 

⑷ 猶予を受けようとする金額が１００万円を超え、かつ、猶予期間が３月を超える場合には、地方税法施行令（昭和２

５年政令第２４５号。以下「令」という。）第６条の１０の規定により提出すべき書類その他担保の提供に関し必要と

なる書類 

３ 法第１５条の２第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 市の徴収金を一時に納付し、又は納入することができない事情の詳細 

⑵ 第１項第２号から第６号までに掲げる事項 

４ 法第１５条の２第２項及び第３項に規定する条例で定める書類は、第２項第２号から第４号までに掲げる書類とする。 

５ 法第１５条の２第３項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 猶予期間の延長を受けようとする市の徴収金の年度、種類、納期限及び金額 

⑵ 猶予期間内にその猶予を受けた金額を納付し、又は納入することができないやむを得ない理由 

⑶ 猶予期間の延長を受けようとする期間 

⑷ 第１項第５号及び第６号に掲げる事項 

６ 法第１５条の２第４項に規定する条例で定める書類は、第２項第４号に掲げる書類とする。 

７ 法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間は、２０日とする。 

（職権による換価の猶予の手続等） 
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第５条の４ 法第１５条の５第２項において読み替えて準用する法第１５条第３項及び第５項に規定する条例で定める方法

は、その猶予に係る金額をその猶予する期間内の各月（市長がやむを得ない事情があると認めるときは、その期間内の市

長が指定する月。以下この項において同じ。）に分割して納付し、又は納入させるものとする。 

２ 第５条の２第２項から第５項までの規定は、法第１５条の５第２項において読み替えて準用する法第１５条第３項又は

第５項の規定により、分割して納付し、又は納入させる場合について準用する。 

３ 法第１５条の５の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

⑴ 第５条の３第２項第２号から第４号までに掲げる書類 

⑵ 分割納付又は分割納入させるために必要となる書類 

（申請による換価の猶予の申請手続等） 

第５条の５ 法第１５条の６第１項に規定する条例で定める期間は６月とする。 

２ 法第１５条の６第３項において準用する法第１５条第３項及び第５項に規定する条例で定める方法は、その猶予に係る

金額をその猶予する期間内の各月（市長がやむを得ない事情があると認めるときは、その期間内の市長が指定する月。以

下この項において同じ。）に分割して納付し、又は納入させるものとする。 

３ 第５条の２第２項から第５項までの規定は、法第１５条の６第３項において準用する法第１５条第３項又は第５項の規

定により、分割して納付し、又は納入させる場合について準用する。 

４ 法第１５条の６の２第１項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 市の徴収金を一時に納付し、又は納入することにより事業の継続又は生活の維持が困難となる事情の詳細 

⑵ 第５条の３第１項第２号から第４号まで及び第６号に掲げる事項 

⑶ 分割納付又は分割納入の各納付期限又は各納入期限及び各納付期限又は各納入期限ごとの納付金額又は納入金額 

５ 法第１５条の６の２第１項及び第２項に規定する条例で定める書類は、第５条の３第２項第２号から第４号までに掲げ

る書類とする。 
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６ 法第１５条の６の２第２項に規定する条例で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴ 第５条の３第１項第６号に掲げる事項 

⑵ 第５条の３第５項第１号から第３号までに掲げる事項 

⑶ 第４項第３号に掲げる事項 

７ 法第１５条の６の２第３項において準用する法第１５条の２第８項に規定する期間は２０日とする。 

（担保を徴する必要がない場合） 

第５条の６ 法第１６条に規定する条例で定める場合は、猶予に係る金額が１００万円以下である場合、猶予期間が３月以

内である場合又は担保を徴することができない特別の事情がある場合とする。 

第６条中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）」を「法」に改める。 

第１１条第２項中「法人税法第２条第１２号の１８」を「法第２９２条第１項第１４号」に改め、同条第３項中「地方税

法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「令」という。）」を「令」に改める。 

第１６条第２項に次のただし書を加える。 

ただし、同法第６０条の２から第６０条の４までの規定の例によらないものとする。 

第２６条第９項中「等の所在」の次に「、法人番号」を加える。 

第２７条の３第４項中「第２０３条の５第４項」を「第２０３条の５第５項」に改める。 

第４２条第２項第２号を同項第３号とし、同項第１号中「年度（法人税割にあつては、その課税標準の算定期間又は均等

割額の算定期間）、納期の別」を「法人税額の課税標準の算定期間又は均等割額の算定期間、納期限」に改め、同号を同項

第２号とし、同項に第１号として次の１号を加える。 

⑴ 納税義務者の氏名又は名称、住所若しくは居所又は事務所若しくは事業所の所在地及び個人番号（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。）又は法人番号 

第５２条の２第１項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するた
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めの番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいい、当該書類を提出する者の同項に規定する個人番号

に限る。以下固定資産税について同じ。）又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又

は名称）」に改める。 

第５２条の３第１項第１号及び第２項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又

は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第６０条第１項中「次の各号の一」を「次の各号いずれか」に改め、同条第２項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏

名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改め

る。 

第６２条の２第１項第１号及び第６２条の３第１項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名称及び個人番号又は

法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

第８１条第２項第２号中「氏名若しくは名称」を「事務所若しくは事業所の所在地、氏名又は名称及び個人番号（行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号をいう。次条において

同じ。）又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所又は事務所若しくは事業所の所在地及び氏名

又は名称）」に改める。 

第８２条第２項各号を次のように改める。 

⑴ 減免を受ける者の氏名、住所及び個人番号（個人番号を有しない者にあつては、氏名及び住所）並びに減免を受ける

者が身体障害者等と生計を一にするものである場合には、当該身体障害者との関係 

⑵ 身体障害者等の氏名、住所及び年齢 

⑶ 軽自動車等を運転する者の氏名及び住所並びに身体障害者との関係 

⑷ 身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保健福祉手帳の番号、交付年月日、障害名及び障害の程度 

⑸ 運転免許証の番号、交付年月日及び有効期限並びに運転免許の種類及び条件が附されている場合にはその条件 
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⑹ 軽自動車等の車両番号、主たる定置場、種別、用途及び使用目的 

第１１９条の３第１項中「一に」を「いずれかに」に改め、同条第２項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名

称及び個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番

号をいう。以下この号において同じ。）又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は

名称）」に改める。 

附則第３条の３第１項中「第１４５条第１項」を「第１４４条の８」に改める。 

附則第７条第２項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しな

い者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改め、同条第３項第１号及び第４項第１号中「及び氏名」を「、氏名又は名

称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改める。 

附則第７条の３第１項第１号及び第２項第１号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号

（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」に改め、同条第３項第１号中「及び氏名」を

「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所及び氏名又は名称）」

に改め、同条第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び第１０項第１

号中「及び氏名又は名称」を「、氏名又は名称及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、

住所及び氏名又は名称）」に改める。 

附則第９条を次のように改める。 

第９条 削除 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行

する。 
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⑴ 泉南市市税賦課徴収条例第８２条第２項第２号から第６号までの改正規定 公布の日 

⑵ 泉南市市税賦課徴収条例第２条第３号及び第４号、第１６条第２項、第２６条第９項、第２７条の３第４項、第４２

条第２項各号、第５２条の２第１項第１号、第５２条の３第１項第１号及び第２項第１号、第６０条第２項第１号、第

６２条の２第１項第１号、第６２条の３第１項第１号、第８１条第２項第２号、第８２条第２項第１号、第１１９条の

３第２項第１号、附則第７条第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号、附則第７条の３第１項第１号、第２項第

１号、第３項第１号、第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号、第９項第１号及び

第１０項第１号並びに附則第３条第１項、第２項及び第４項、第４条、第５条、第７条の規定 平成２８年１月１日 

（徴収猶予、職権による換価の猶予及び申請による換価の猶予に関する経過措置） 

第２条 改正後の泉南市市税賦課徴収条例（以下「新条例」という。）第５条の２から第５条の３まで及び第５条の６（地

方税法等の一部を改正する法律（平成２７年法律第２号。以下「平成２７年改正法」という。）附則第１条第６号に掲げ

る規定による改正後の地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下この条において「２８年新法」という。）第１５条第

１項又は第２項の規定による徴収の猶予に係る部分に限る。）の規定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に申請

される２８年新法第１５条第１項又は第２項の規定による徴収の猶予について適用し、同日前に申請された平成２７年改

正法附則第１条第６号に掲げる規定による改正前の地方税法（以下この条において「２８年旧法」という。）第１５条第

１項又は第２項の規定による徴収の猶予については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５条の４及び第５条の６（２８年新法第１５条の５第１項の規定による換価の猶予に係る部分に限る。）の規

定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後にされる同項の規定による換価の猶予について適用し、同日前にされた２

８年旧法第１５条の５第１項の規定による換価の猶予については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５条の５及び第５条の６（２８年新法第１５条の６第１項の規定による換価の猶予に係る部分に限る。）の規

定は、前条第３号に掲げる規定の施行の日以後に同項に規定する納期限が到来する市の徴収金について適用する。 

（市民税に関する経過措置） 
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第３条 新条例第１６条第２項の規定は、平成２８年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、平成２７年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第４２条第２項第１号の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に提出する申請書について適用

する。 

３ 新条例第１１条第２項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に開始する事業年度分の法人の市民税

及び同日以後に開始する連結事業年度分の法人の市民税について適用し、同日前に開始した事業年度分の法人の市民税及

び同日前に開始した連結事業年度分の法人の市民税については、なお従前の例による。 

４ 新条例第２６条第９項の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に行われる新条例第２６条第９項の規

定による申告について適用し、同日前に行われる旧条例第２６条第９項の規定による申告については、なお従前の例によ

る。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第４条 新条例第５２条の２第１項第１号、第５２条の３第１項第１号及び第２項第１号、第６０条第２項第１号、第６２

条の２第１項第１号、第６２条の３第１項第１号並びに附則第７条第２項第１号、第３項第１号及び第４項第１号、附則

第７条の３第１項第１号、第２項第１号、第４項第１号、第５項第１号、第６項第１号、第７項第１号、第８項第１号、

第９項第１号及び第１０項第１号の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に提出する新条例第５２条の

２第１項並びに第５２条の３第１項及び第２項に規定する申出書、新条例第６０条第２項、附則第７条第３項及び第４項

に規定する申請書又は新条例第６２条の２第１項及び第６２条の３第１項並びに附則第７条第２項、附則第７条の３各項

に規定する申告書について適用し、同日前に提出したこの条例による改正前の泉南市市税賦課徴収条例（以下「旧条例」

という。）第５２条の２第１項並びに第５２条の３第１項及び第２項に規定する申出書、旧条例第６０条第２項、附則第

７条第３項及び第４項に規定する申請書又は旧条例第６２条の２第１項及び第６２条の３第１項並びに附則第７条第２項、

附則第７条の３各項に規定する申告書については、なお従前の例による。 
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（軽自動車税に関する経過措置） 

第５条 新条例第８１条第２項第２号及び第８２条第２項第１号の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後

に提出する新条例第８１条第２項並びに第８２条第２項及び第３項に規定する申請書について適用し、同日前に提出した

旧条例第８１条第２項並びに第８２条第２項及び第３項に規定する申請書については、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 別段の定めがあるものを除き、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであつた旧条

例附則第９条に規定する喫煙用の紙巻たばこ（以下この条において「紙巻たばこ三級品」という。）に係る市たばこ税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 次の各号に掲げる期間内に、地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消

費等が行われる紙巻たばこ三級品に係る市たばこ税の税率は、新条例第８７条の規定にかかわらず、当該各号に定める税

率とする。 

⑴ 平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで １，０００本につき２，９２５円 

⑵ 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで １，０００本につき３，３５５円 

⑶ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで １，０００本につき４，０００円 

３ 前項の規定の適用がある場合における新条例第９０条第１項から第４項までの規定の適用については、次の表の左欄に

掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 

第９０条第１項 第３４号の２様式 地方税法施行規則の一部を改正する省令（平成２７年総務省令第３８

号）第１条の規定による改正前の地方税法施行規則（以下この節におい

て「平成２７年改正前の地方税法施行規則」という。）第４８号の５様

式 
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第９０条第２項 第３４号の２の２様式 平成２７年改正前の地方税法施行規則第４８号の６様式 

第９０条第３項 第３４号の２の６様式 平成２７年改正前の地方税法施行規則第４８号の９様式 

第９０条第４項 第３４号の２様式又は第

３４号の２の２様式 

平成２７年改正前の地方税法施行規則第４８号の５様式又は第４８号の

６様式 

４ 平成２８年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等

（同法第４６９条第１項第１号及び第２号に規定する売渡しを除く。以下この条において同じ。）が行われた紙巻たばこ

三級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等（新条例第８４条第１項に規定する卸売販売業者等をいう。以下この

条において同じ。）又は小売販売業者がある場合において、これらの者が所得税法等の一部を改正する法律（平成２７年

法律第９号。以下「所得税法等改正法」という。）附則第５２条第１項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻

たばこ三級品を同日にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課され

ることとなるときは、これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品（これらの者が卸売販売業者等である場

合には市の区域内に所在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ

三級品を直接管理する営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売渡したものとみなして、市た

ばこ税を課する。この場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本数

とし、当該市たばこ税の税率は、１，０００本につき４３０円とする。 

５ 前項に規定する者は、同項に規定する貯蔵場所又は営業所ごとに、平成２７年改正法附則第２０条第４項に規定する申

告書を平成２８年５月２日までに市長に提出しなければならない。 

６ 前項の規定による申告書を提出した者は、平成２８年９月３０日までに、その申告に係る税金を地方税法施行規則（昭

和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」という。）第３４号の２の５様式による納付書によって納付しなければな

らない。 

７ 第４項の規定により市たばこ税を課する場合においては、同項から前項までに規定するもののほか、新条例第９条、第
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９０条第４項及び第５項、第９２条の２並びに第９３条の規定を適用する。この場合において、次の表の左欄に掲げる新

条例の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句とする。 

第９条 第９０条第１項若しくは第２

項、 

泉南市市税賦課徴収条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第 

号。以下この条及び第２章第４節において「平成２７年改正条例」 

という。）附則第６条第６項、 

第９条第２号 第９０条第１項若しくは第２

項 

平成２７年改正条例附則第６条第５項 

第９条第３号 第３９条第１項の申告書（法

第３２１条の８第２２項及び

第 ２ ３ 項 の 申 告 書 を 除

く。）、第９０条第１項若し

くは第２項の申告書又は第１

１９条第１項の申告書でその

提出期限 

平成２７年改正条例附則第６条第６項の納期限 

第９０条第４項 施行規則第３４号の２様式又

は第３４号の２の２様式 

平成２７年改正法附則第２０条第４項の規定 

第９０条第５項 第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第６条第６項 

第９２条の２ 第９０条第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第６条第５項 

当該各項 同項 

第９３条第２項 第９０条第１項又は第２項 平成２７年改正条例附則第６条第６項 
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８ 卸売販売業者等が、販売契約の解除その他やむを得ない理由により、市の区域内に小売販売業者の営業所の所在する小

売販売業者に売り渡した紙巻たばこ三級品のうち、第４項の規定により市たばこ税を課された、又は課されるべきものの

返還を受けた場合には、当該市たばこ税に相当する金額を、新条例第９１条の規定に準じて、同条の規定による当該紙巻

たばこ三級品につき納付された、又は納付されるべき市たばこ税額に相当する金額に係る控除又は還付に併せて、当該卸

売販売業者等に係る市たばこ税額から控除し、又は当該卸売販売業者等に還付する。この場合において、当該卸売販売業

者等が新条例第９０条第１項から第３項までの規定により市長に提出すべき申告書には、当該返還に係る紙巻たばこ三級

品の品目ごとの本数についての明細を記載した施行規則第１６号の５様式による書類を添付しなければならない。 

９ 平成２９年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費等

が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これら

の者が所得税法等改正法附則第５２条第８項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ三級品を同日にこれ

らの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、これ

らの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所在す

る貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ三級品を直接管理する営業

所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。この場

合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したとみなされる紙巻たばこ三級品の本数とし、当該市たばこ税の税率

は、１，０００本につき４３０円とする。 

１０ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第９項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項において準用する同条第４項 
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平成２８年５月２日 平成２９年５月１日 

第６項 平成２８年９月３０日 平成２９年１０月２日 

第７項の表以外の部分 第４項 第９項 

から 、第５項及び 

第７項の表第９条の項 附則第６条第６項 附則第６条第１０項において準用する同条第６項 

第７項の表第９条第２号の項 附則第６条第５項 附則第６条第１０項において準用する同条第５項 

第７項の表第９条第３項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１０項において準用する同条第６項 

第７項の表第９０条第４項の項 附則第２０条第４項 附則第２０条第１０項において準用する同条第４項 

第７項の表第９０条第５項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１０項において準用する同条第６項 

第７項の表第９２条の２の項 附則第６条第５項 附則第６条第１０項において準用する同条第５項 

第７項の表第９３条第２項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１０項において準用する同条第６項 

第８項 第４項 第９項 

１１ 平成３０年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費

等が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販売のために所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、こ

れらの者が所得税法等改正法附則第５２条第１０項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ三級品を同日

にこれらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、

これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所

在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ三級品を直接管理する

営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。こ

の場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本数とし、当該市たばこ
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税の税率は、１，０００本につき６４５円とする。 

１２ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第１１項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１２項において準用する同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３０年５月１日 

第６項 平成２８年９月３０日 平成３０年１０月１日 

第７項の表以外の部分 第４項 第１１項 

から 、第５項及び 

第７項の表第９条の項 附則第６条第６項 附則第６条第１２項において準用する同条第６項 

第７項の表第９条第２号の項 附則第６条第５項 附則第６条第１２項において準用する同条第５項 

第７項の表第９条第３号の項 附則第６条第６項 附則第６条第１２項において準用する同条第６項 

第７項の表第９０条第４項の項 附則第２０条第４項 附則第２０条第１２項において準用する同条第４項 

第７項の表第９０条第５項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１２項において準用する同条第６項 

第７項の表第９２条の２の項 附則第６条第５項 附則第６条第１２項において準用する同条第５項 

第７項の表第９３条第２項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１２項において準用する同条第６項 

第８項 第４項 第１１項 

１３ 平成３１年４月１日前に地方税法第４６５条第１項に規定する売渡し又は同条第２項に規定する売渡し若しくは消費

等が行われた紙巻たばこ三級品を同日に販売のため所持する卸売販売業者等又は小売販売業者がある場合において、これ

らの者が所得税法等改正法附則第５２条第１２項の規定により製造たばこの製造者として当該紙巻たばこ三級品を同日に
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これらの者の製造たばこの製造場から移出したものとみなして同項の規定によりたばこ税を課されることとなるときは、

これらの者が卸売販売業者等として当該紙巻たばこ三級品（これらの者が卸売販売業者等である場合には市の区域内に所

在する貯蔵場所、これらの者が小売販売業者である場合には市の区域内に所在する当該紙巻たばこ三級品を直接管理する

営業所において所持されるものに限る。）を同日に小売販売業者に売り渡したものとみなして、市たばこ税を課する。こ

の場合における市たばこ税の課税標準は、当該売り渡したものとみなされる紙巻たばこ三級品の本数とし、当該市たばこ

税の税率は、１，０００本につき１，２６２円とする。 

１４ 第５項から第８項までの規定は、前項の規定により市たばこ税を課する場合について準用する。この場合において、

次の表の左欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５項 前項 第１３項 

附則第２０条第４項 附則第２０条第１４項において準用する同条第４項 

平成２８年５月２日 平成３１年４月３０日 

第６項 平成２８年９月３０日 平成３１年９月３０日 

第７項の表以外の部分 第４項 第１３項 

から 、第５項及び 

第７項の表第９条の項 附則第６条第６項 附則第６条第１４項において準用する同条第６項 

第７項の表第９条第２号の項 附則第６条第５項 附則第６条第１４項において準用する同条第５項 

第７項の表第９条第３号の項 附則第６条第６項 附則第６条第１４項において準用する同条第６項 

第７項の表第９０条第４項の項 附則第２０条第４項 附則第２０条第１４項において準用する同条第４項 

第７項の表第９０条第５項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１４項において準用する同条第６項 

第７項の表第９２条の２の項 附則第６条第５項 附則第６条第１４項において準用する同条第５項 

52



第７項の表第９３条第２項の項 附則第６条第６項 附則第６条第１４項において準用する同条第６項 

第８項 第４項 第１３項 

（特別土地保有税に関する経過措置） 

第７条 新条例第１１９条の３第２項第１号の規定は、附則第１条第２号に掲げる規定の施行の日以後に提出する同項に規

定する申請書について適用し、同日前に提出した旧条例第１１９条の３第２項に規定する申請書については、なお従前の

例による。 
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議案第７号 

 

泉南市三世代同居等支援のための固定資産税特例措置に関する条例の制定について 

 

 泉南市三世代同居等支援のための固定資産税特例措置に関する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 固定資産税の課税免除を行うことにより、本市における三世代同居等の形成を支援し、もって高齢者の孤立防止、子育て 

支援及び女性の社会進出の促進を図るため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市三世代同居等支援のための固定資産税特例措置に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、固定資産税特例措置（以下「特例措置」という。）を行うことにより、本市における三世代同居等の 

形成を支援し、もって高齢者の孤立防止、子育て支援及び女性の社会進出の促進を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 親 市内に三世代同居等をする子、孫がいる者をいう。 

⑵ 子 親の子又は子の配偶者をいう。 

⑶ 孫 親の孫又は孫の配偶者をいう。 

⑷ 三世代同居等 親、子及び孫が、１棟の建物又は同一敷地内あるいは隣接敷地内にある２棟以上の建物に居住するこ

とをいう。 

⑸ 特例措置 この条例に基づき固定資産税の課税免除を行うことをいう。 

（対象住宅） 

第３条 特例措置の対象となる住宅（以下「対象住宅」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

⑴ 地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」という。）附則第１５条の６第１項若しくは第２項又は第１５条 

の７第１項若しくは第２項の規定の適用を受ける住宅（貸家の用に供する住宅を除く。）であること。 

⑵ 平成２７年１月２日から平成３１年１月１日までの間に新築された住宅であること。 
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（対象者の要件） 

第４条 特例措置の適用を受けることができる者は、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

 ⑴ 三世代同居等をする親、子及び孫が、本市において住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づく住民基本台

帳に記載されていること。 

⑵ 三世代同居等をする親、子又は孫が、特例措置の対象住宅を所有する納税義務者であること。 

⑶ 三世代同居等をする親、子及び孫が、特例措置の適用年度の前年度の本市（転入者については、従前の市区町村）の 

市民税、固定資産税、都市計画税及び軽自動車税の滞納をしていないこと。 

⑷ 三世代同居等をする親、子及び孫が、対象住宅に特例措置の適用期間中現実に居住し、三世代同居等を形成している

こと。ただし、死亡その他の市長がやむを得ないと認める事情により現実に居住することができなくなり、三世代同居

等を形成できなくなった場合はこの限りでない。 

（特例措置の額） 

第５条 特例措置の額は、対象住宅の床面積１２０平方メートル以下の部分に係る税額から、法附則第１５条の６第１項若

しくは第２項又は法第１５条の７第１項若しくは第２項の規定により減額される額を差し引いた額とする。 

（申請） 

第６条 特例措置の適用を受けようとする者は、市長に申請しなければならない。 

（取消） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する場合は、特例措置を取り消すものとする。 

⑴ 虚偽の申請その他不正行為により適用を受けたことが判明した場合 

⑵ 特例措置適用期間中に特例措置対象住宅から親、子又は孫が転居することにより、現実に居住することができなくな

り、三世代同居等が形成されなくなった場合 

⑶ 特例措置適用期間中に市民税、固定資産税、都市計画税又は軽自動車税の滞納をした場合 
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（委任） 

第８条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （この条例の失効） 

２ この条例は、平成３８年３月３１日限り、その効力を失う。 
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議案第８号 

 

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律による

厚生年金保険法及び地方公務員等共済組合法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する

条例の制定について 

 

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律による厚生年金保険法及び地方公務員等

共済組合法の一部改正に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

                  泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律による厚生年金保険法及び地方公務員等

共済組合法の一部改正に伴い、関係条例について所要の措置を講じる必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律によ 

る厚生年金保険法及び地方公務員等共済組合法の一部改正に伴う関係条例の整理に関す

る条例 

 

（職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の退職手当に関する条例（昭和３１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第３条第２項中「地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第８４条第２項」を「厚生年金保険法（昭 

和２９年法律第１１５号）第４７条第２項」に改める。 

（職員の再任用に関する条例の一部改正） 

第２条 職員の再任用に関する条例（平成１３年泉南市条例第３号）の一部を次のように改正する。 

附則第２条の見出し中「消防吏員等」を「消防吏員」に改め、同条中「地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１

５２号）附則第１８条の２第１項第１号」を「厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）附則第７条の３第１項第４

号」に改め、「として在職していた者その他これに準ずる者として地方公務員等共済組合法施行令（昭和３７年政令第３

５２号）附則第３０条の４第２項に定める者」を削り、「消防吏員等」を「消防吏員」に改める。 

附則第４条中「消防吏員等」を「消防吏員」に改める。 

（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第３条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４６年泉南市条例第８号）の一部を次のよう 
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に改正する。 

附則第５条第１項の表傷病補償年金の項中「国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）若しくは地方公務 

員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）の規定による障害共済年金（以下単に「障害共済年金」という。）又は」

を削り、同表障害補償年金の項中「障害共済年金又は」を削り、同表遺族補償年金の項中「国家公務員共済組合法若しく

は地方公務員等共済組合法の規定による遺族共済年金又は」を削り、同条第２項の表中「障害共済年金又は」を削る。 

附 則 

この条例は、平成２７年１０月１日から施行する。 
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議案第９号 

 

泉南市財政調整基金条例の制定について 

 

 泉南市財政調整基金条例を別紙のように定める。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 

 

提案理由 

 年度間の財源の調整を図るための資金を積み立て、もって本市財政の健全な運営に資する財政調整基金を設置するため、

本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市財政調整基金条例 

 

（設置） 

第１条 年度間の財源の調整を図るための資金を積み立て、もって本市財政の健全な運営に資するため、泉南市財政調整基

金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額とする。 

⑴ 毎年度予算で定めるものにあっては、当該予算で定める額の範囲内の額 

⑵ 一般会計歳入歳出決算において生じた剰余金にあっては、当該剰余金の全部又は一部の額 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保管しなければならない。 

（運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、基金に編入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて基金に属する現金を歳計

現金に繰り替えて運用することができる。 

（処分） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、基金の全部又は一部を処分することができる。 
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⑴ 経済事情の著しい変動等により財源が著しく不足する場合において、当該不足額を埋めるための財源に充てるとき。 

⑵ 災害により生じた経費の財源又は災害により生じた減収を埋めるための財源に充てるとき。 

⑶ 地方債の繰上償還の財源に充てるとき。 

⑷ 前各号のほか、財政上市長が認めたとき。 

（委任） 

第７条 この条例の定めるもののほか、基金の管理及び運用に関し必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０号 
 

   泉南市土地開発基金条例の廃止について 

 
 泉南市土地開発基金条例を廃止する条例を別紙のように定める。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人          

 

提案理由 

 泉南市土地開発基金は、設置目的である公共用地の先行取得の必要性が薄れ、今後の活用も見込まれないことから、本条

例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

   泉南市土地開発基金条例を廃止する条例 

 
 泉南市土地開発基金条例（昭和４４年泉南市条例第２０号）は、廃止する。 
   附 則 
 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 
 

   泉南市医療施設整備基金条例の廃止について 

 
 泉南市医療施設整備基金条例を廃止する条例を別紙のように定める。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人          

 

提案理由 

 泉南市医療施設整備基金は、設置目的である公的医療機関の整備が完了しており、今後の活用も見込まれないことから、

本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

   泉南市医療施設整備基金条例を廃止する条例 

 
 泉南市医療施設整備基金条例（平成５年泉南市条例第３号）は、廃止する。 
   附 則 
 この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

 

平成２７年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第２号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６９０，９０９千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

２３，１２３，９０１千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の補正は、「第２表 地方債補正」による。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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第２表　地方債補正

１  追    加

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 備 考

　　千円 年％以内

政　府

地域子育て支援センター整備 4,100 普通貸借 ６ 大阪府

事業債 (証書借入) 地方公共団体金融機構

又　　は 銀　行

証券発行 その他

水路改修事業債 4,900 〃 〃 〃 〃 〃

２  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内 年％以内

臨時財政対策債 1,000,000 普通貸借 ６ 補正前と同じ

(証書借入)

又　　は

証券発行

償 還 の 方 法

資 金 区 分 償 還 方 法 そ の 他

25

起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 利 率

年賦又は半年賦、元利
均等償還若しくは元金
均等償還、又は満期一
括償還

左記の条件の範囲内にお
いて借入先に融通条件が
ある場合は、その条件に
従うことができる。ま
た、財政の都合により、
償還期限及び据置期間を
短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換える
ことができる。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

政府その他の金融機関の資金
については、その融通条件に
よる。ただし、財政の都合に
より、償還期限及び据置期間
を短縮し、又は繰上償還若し
くは低利に借り換えることが
できる。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

補 正 後

起債の方法

補正前と同じ

限 度 額

　千円

1,051,057

償還期限
左のうち

据置期間

年以内年以内

3

15 〃

補 正 前

限 度 額 償 還 の 方 法

補正前と同じ
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その他の

手　　当
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

長　等 3 0 24,453 8,793 979 384 34,609 6,807 41,416

議　員 17 96,981 0 37,790 0 0 134,771 61,310 196,081

その他の
特別職

1,448 80,786 0 0 0 0 80,786 0 80,786

計 1,468 177,767 24,453 46,583 979 384 250,166 68,117 318,283

長　等 3 0 24,453 9,791 979 384 35,607 7,087 42,694

議　員 17 96,981 0 37,790 0 0 134,771 61,310 196,081

その他の
特別職

1,445 80,929 0 0 0 0 80,929 0 80,929

計 1,465 177,910 24,453 47,581 979 384 251,307 68,397 319,704

長　等 0 0 0 △ 998 0 0 △ 998 △ 280 △ 1,278

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

その他の
特別職

3 △ 143 0 0 0 0 △ 143 0 △ 143

計 3 △ 143 0 △ 998 0 0 △ 1,141 △ 280 △ 1,421

給　　与　　費　　明　　細　　書

１．特別職

区　　　　分 職員数

給　　　　　　与　　　　　　費

共済費 合　計 備　　　考
報酬 給料 期末手当 地域手当 計

補正後

その他の手当
通勤手当　 384千円

補正前

その他の手当
通勤手当　  384千円

比　 較
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２. 一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

476 1,735,481 1,216,030 2,951,511 603,544 3,555,055

484 1,763,945 1,204,328 2,968,273 624,411 3,592,684

△ 8 △ 28,464 11,702 △ 16,762 △ 20,867 △ 37,629

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

56,827 71,646 40,368 13,204 75,013 29,482 6,491 26,040

57,606 72,759 36,864 14,184 78,128 31,424 6,491 27,240

△ 779 △ 1,113 3,504 △ 980 △ 3,115 △ 1,942 0 △ 1,200

千円 千円 千円

413,206 235,606 247,595 552

424,771 241,901 212,960 0

△ 11,565 △ 6,295 34,635 552

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

給　　　与　　　費
備　　　　　　　　考

扶養手当 住居手当地域手当 超過勤務手当 児童手当通勤手当

職員手当
等の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

比  較

区  分

補正後

補正前

期末手当

特殊勤務手当

勤勉手当

管理職手当

退職手当 単身赴任手当
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（２）給料及び職員手当等の増額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円

　
補正後 364人 112人 476人

補正前 374人 110人 484人

比 　較 △10人 2人 △8人

千円 千円

　扶養手当 △ 779  千円

　地域手当 △ 1,113  千円

　管理職手当 3,504  千円

　住居手当 △ 980  千円

　超過勤務手当 △ 3,115  千円

　通勤手当 △ 1,942  千円

　児童手当 △ 1,200  千円

　期末手当 △ 11,565  千円

　勤勉手当 △ 6,295  千円

　退職手当 34,635  千円

　単身赴任手当 552  千円

職員手当等 11,702

人事異動による増減

人事異動等に伴う増減分 △ 22,933 人事異動等による増減

退職者の増加に伴う増額分 34,635 自己都合退職者の増加

計

備      　　　  考

給　　料 △ 28,464 人事異動に伴う増減分

増減事由別明細

職員の異動状況 一般職員 任期付職員

△ 28,464
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議案第１３号 

 

平成２７年度大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計補正予算（第１号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の新家高野・野口（大掛）財産区会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入 

歳出予算補正」による。 

 

平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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kagotani2320
長方形



131



白  紙 

132

kagotani2320
長方形



議案第１４号 

 

平成２７年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第 1 条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２，６２９千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１０，４７５，６０８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

  平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 

 



白  紙 

kagotani2320
長方形



137



138



139



２．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

15 55,272 33,705 88,977 18,513 107,490

15 55,615 34,566 90,181 19,938 110,119

0 △ 343 △ 861 △ 1,204 △ 1,425 △ 2,629

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,318 2,262 1,152 972 4,368 1,193 684 800 13,483 7,473

1,380 2,281 1,056 1,296 4,368 1,112 684 720 13,753 7,916

△ 62 △ 19 96 △ 324 0 81 0 80 △ 270 △ 443

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計職員数

補正後

補正前

扶養手当 住居手当地域手当

職員手当等
の内訳

区  分

補正後

補正前

比  較

超過勤務手当管理職手当 勤勉手当

備　　　　　　　　考

特殊勤務手当通勤手当 期末手当児童手当

給　　　与　　　費
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（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 　職員の異動状況 一般職員 任期付職員 計

　 △ 343 △ 343 人事異動による増減 補正後 14人 2人 16人

補正前 14人 1人 15人

比　 較 ― 1人 1人

扶養手当 △ 62 千円 児童手当 80 千円

地域手当 △ 19 千円 期末手当 △ 270 千円

管理職手当 96 千円 勤勉手当 △ 443 千円

住居手当 △ 324 千円

通勤手当 81 千円

職　 員
手当等

給　　料

△ 861

増減事由別明細 備      　　　  考

人事異動に伴う増減分

人事異動に伴う増減分

△ 861 人事異動による増減
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議案第１５号 
 

   平成２７年度大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第１号） 

 
平成２７年度大阪府泉南市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ５，１２２千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
１，９６８，９２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 
 

平成２７年９月２日提出 
 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 



白  紙 

kagotani2320
長方形
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148
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１．一  般  職

（１）総    括

人 千円 千円

12 17,161 98,658

補正前
12 18,400 103,780

比 　較
0 △ 1,239 △ 5,122

区　分 扶養手当 地域手当 管理職手当 住居手当 超過勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 児童手当 期末手当 勤勉手当

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,048 2,108 576 1,523 1,341 840 209 1,860 12,916 7,465

補正前
3,402 2,215 576 1,296 1,341 820 209 1,920 13,763 7,915

比　較
△ 354 △ 107 0 227 0 20 0 △ 60 △ 847 △ 450

職員数区　分
職員手当等

備　　考共済費 合　　計
給料

給　　　　与　　　　費

31,886

千円

81,497

△ 3,883

計

千円

33,457

給　与　費　明　細　書

職　員
手当等
の内訳

千円

49,611

51,923

△ 2,312

補正後

△ 1,571

85,380

補正後
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区　分 増 減 額

千円 千円 一般職員 任期付職員 計

12人 － 12人

12人 － 12人

― ―

扶養手当 △ 354 千円 児童手当 △ 60 千円

地域手当 △ 107 千円 期末手当 △ 847 千円

住居手当 227 千円 勤勉手当 △ 450 千円

通勤手当 20 千円

人事異動による増減

人事異動による増減

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

比  較

備　　　　　　考説　　　　　　　明増減事由別明細

補正前

補正後

職員の異動状況

△ 1,571

△ 2,312人事異動に伴う増減分
給　料

職  員
手当等

△ 2,312

△ 1,571 人事異動に伴う増減分
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議案第１６号 

 

平成２７年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２４，２９５千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５，０７４，０８６千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２７年９月２日提出 

 

泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 



白  紙 

kagotani2320
長方形
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１．一  般  職

（１）  総  括

給　料 職員手当等 計

人 千円 千円 千円 千円 千円

20 67,771 38,049 105,820 21,911 127,731

19 64,825 37,794 102,619 21,427 124,046

1 2,946 255 3,201 484 3,685

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,670 2,819 576 972 3,965 1,021 1,080 15,877 9,069

2,688 2,702 576 972 3,965 1,191 1,380 15,486 8,834

△ 18 117 0 0 0 △ 170 △ 300 391 235

備　　　　　　　　考

扶養手当 住居手当

職員手当等
の内訳

補正後

児童手当通勤手当区  分

補正前

比  較

地域手当

給  与  費  明  細  書

比　較

区  分 共済費 合   計

勤勉手当期末手当

補正後

補正前

給　　　与　　　費
職員数

超過勤務手当管理職手当
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（２）給料及び職員手当等の増額の明細

区  分 増減額 説                明

千円 千円 一般職員 任期付職員 計

　 給　　料 2,946 2,946 人事異動による増減 14人 6人 20人

13人 6人 19人

1人 ― 1人

扶養手当 △ 18 千円 期末手当 391 千円

地域手当 117 千円 勤勉手当 235 千円

通勤手当 △ 170 千円

児童手当 △ 300 千円

比　 較

補正前

増減事由別明細 備      　　　  考

職員の異動状況

人事異動に伴う増減分

職　 員
手当等 255 人事異動等に伴う増減分 255 人事異動等による増減

補正後
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議案第１７号 

 

   平成２７年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２７年度大阪府泉南市の後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１２，０１４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

７１０，８０２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 

 

  平成２７年９月２日提出 

 

                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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平成２７年度 

 

大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第１号）事項別明細書 
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1．一　般　職

（1）総  括

人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

補正後

補正前

比　　較

通勤手当

3,833

16,052

11,9523

3

△ 4,100

0

1,721

2,670

0 957

1,507

補正後

地域手当

112

児童手当 期末手当 勤勉手当

△ 9490 △ 22

△ 5,196

職員手当等
234

0

超過勤務手当

△ 1,096

扶養手当

△ 550

0 474 134

△ 1,620

住居手当

0 474

0 0

△ 2,480

比　　較

の内訳

335

補正前 234

0

434

△ 99

区  分

14,313

19,5095,453

給　　　料 職員手当等

2,361

3,457

計

8,119

10,599

給　与　費　明　細　書

備    考
給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

共済費 合  計職員数区  分
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区　分 増 減 額

千円 一般職員 任期付職員 計

1人 2人 3人

2人 1人 3人

△1人 1人 ―

△ 99 千円

△ 22 千円

△ 949 千円

△ 550 千円

職  員
手当等

△ 1,620 人事異動に伴う増減分 △ 1,620 人事異動による増減

補正後

期末手当

人事異動に伴う増減分 △ 2,480

地域手当

通勤手当

勤勉手当

人事異動による増減

職員の異動状況

補正前

比　較

（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

増減事由別明細 説　　　　　　　明 備　　　　　　考

給　料
△ 2,480
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議案第１８号 
 

   平成２７年度泉南市水道事業会計補正予算（第１号） 

 
（総則） 

第１条 平成２７年度泉南市の水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 
 （収益的支出） 
第２条 平成２７年度泉南市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次

のとおり補正する。 
                        収     入 
                既決予定額        補正予定額        計 
第１款 水道事業収益   １，７５２，３０１千円     ７９４千円   １，７５３，０９５千円 

  第２項 営業外収益     ２７８，０５５千円     ７９４千円     ２７８，８４９千円 
 

支     出 
                既決予定額        補正予定額        計 
第１款 水道事業費用   １，５６７，７３９千円  １３，５２３千円   １，５８１，２６２千円 

  第１項 営業費用    １，４２４，３９４千円  １３，５５１千円   １，４３７，９４５千円 
   第２項 営業外費用     １２３，３４５千円     △２８千円     １２３，３１７千円 
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（資本的支出） 
第３条 予算第４条中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３６５，０５６千円」を「資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額３６５，４８２千円」に、「過年度分損益勘定留保資金３４１，８８４千円」を「過年度分損益勘

定留保資金３４２，３１０千円」に改め、資本的支出の予定額を次のとおり補正する。 
                       支     出 
                 既決予定額        補正予定額         計 

第１款  資本的支出     ６９８，１８８千円      ４２６千円     ６９８，６１４千円 
  第１項 建設改良費     ５１５，９２４千円      ４２６千円     ５１６，３５０千円 

 
（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条の職員給与費「１７３，７９３千円」を「１８７，７７０千円」に補正する。 
  
平成２７年９月２日提出 

 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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収益的収入の補正

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1,752,301 794 1,753,095

2， 営 業 外 収 益 278,055 794 278,849

4． 他 会 計 補 助 金 9,631 794 10,425

1， 他 会 計 補 助 金 9,631 794 10,425 210

584

収益的支出の補正

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1,567,739 13,523 1,581,262

1， 営 業 費 用 1,424,394 13,551 1,437,945

1． 原 水 及 び 浄 水 費 678,762 △ 836 677,926

1， 給 料 11,594 △ 657 10,937 △ 657

2， 手 当 20,957 217 21,174 △ 27

18

172

54

3， 賞 与 等 引 当 金 1,389 12 1,401 4

繰 入 額 2

6

基 礎 年 金 拠 出 金

期 末 手 当

勤 勉 手 当

法 定 福 利 費

（単位：千円）

款　　　　　項 目 節 備　　　　考

Ａ ， 水 道 事 業 収 益

児 童 手 当

平成27年度泉南市水道事業会計補正予算説明書

地 域 手 当

期 末 手 当

（単位：千円）

備　　　　考

給 料

勤 勉 手 当

通 勤 手 当

款　　　　　項 目 節

B ， 水 道 事 業 費 用
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既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

6， 法 定 福 利 費 3,829 △ 408 3,421 △ 800

245

147

２． 配 水 及 び 給 水 費 163,881 2,493 166,374

1， 給 料 13,342 2,008 15,350 2,008

2， 手 当 6,677 207 6,884 80

24

121

△ 18

3， 賞 与 等 引 当 金 2,042 139 2,181 83

繰 入 額 46

10

6， 法 定 福 利 費 4,671 139 4,810 △ 49

12

109

67

３． 業 務 費 78,775 △ 24 78,751

2， 手 当 3,077 △ 49 3,028 △ 17

△ 32

3， 賞 与 等 引 当 金 666 35 701 20

繰 入 額 12

3

6， 法 定 福 利 費 1,447 △ 10 1,437 △ 10

４． 総 係 費 53,141 12,046 65,187

1， 給 料 16,933 4,779 21,712 4,779

款　　　　　項 目 節 備　　　　考

期 末 手 当

法 定 福 利 費

勤 勉 手 当

厚生会事業補給金

厚 生 年 金

健 保 負 担 金

共 済 組 合 納 付 金

厚 生 年 金

健 保 負 担 金

給 料

期 末 手 当

地 域 手 当

期 末 手 当

期 末 手 当

法 定 福 利 費

共 済 組 合 納 付 金

勤 勉 手 当

共 済 組 合 納 付 金

勤 勉 手 当

勤 勉 手 当

給 料

通 勤 手 当
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既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

2， 手 当 8,832 3,227 12,059 252

197

324

386

300

1,193

575

3， 賞 与 等 引 当 金 2,669 794 3,463 406

繰 入 額 249

139

6， 法 定 福 利 費 5,784 1,374 7,158 1,362

12

8， 退 職 給 付 費 4,137 1,872 6,009 1,872

9． 水 質 費 16,051 △ 128 15,923

2， 手 当 1,558 △ 49 1,509 △ 17

△ 32

3， 賞 与 等 引 当 金 738 △ 69 669 △ 75

繰 入 額 2

4

6， 法 定 福 利 費 1,452 △ 10 1,442 △ 10

2， 営 業 外 費 用 123,345 △ 28 123,317

2． 消 費 税 20,858 △ 28 20,830

55，消 費 税 16,426 △ 22 16,404 △ 22

56，地 方 消 費 税 4,432 △ 6 4,426 △ 6

1,567,739 13,523 1,581,262

款　　　　　項 目 節 備　　　　考

法 定 福 利 費

共 済 組 合 納 付 金

消 費 税

期 末 手 当

勤 勉 手 当

法 定 福 利 費

厚生会事業補給金

退 職 給 付 費

地 方 消 費 税

共 済 組 合 納 付 金

勤 勉 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

期 末 手 当

合　　　　　　　計

通 勤 手 当

児 童 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当
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資本的支出の補正

既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

698,188 426 698,614

1， 建 設 改 良 費 515,924 426 516,350

1， 事 務 費 55,061 426 55,487

1， 給 料 26,674 43 26,717 43

2， 手 当 16,971 383 17,354 258

12

96

△ 24

△ 90

83

48

698,188 426 698,614

（単位：千円）

合　　　　　　　計

管 理 職 手 当

通 勤 手 当

児 童 手 当

D ， 資 本 的 支 出

給 料

扶 養 手 当

地 域 手 当

期 末 手 当

勤 勉 手 当

款　　　　　項 目 節 備　　　　考
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1.総　括

12 2

6 0

18 2

11 1

6 0

17 1

1 1

0 0

1 1

給 与 費 明 細 書

0

56,793

26,717

83,510

0

0

（単位：千円）

合　　計

給 与 費

給 料 手 当 計報 酬

51,557 102,220

57,731

17,354

114,524

法定福利費

19,615

0 50,663

区 分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　計

補正後

職 員 数

134,139

18,368

9,560

29,175

13,551

44,071

6,174

173,79327,928

53,631

158,595

16,971

75,085

145,865

120,588

187,770

53,20526,674

68,528

43

43,645 9,560

1,247

426

12,304

0 383

0 6,130

0 77,337

6,5570 6,173

一般職
（人）

その他
（人）

損益勘定支弁職員

合　　計

0補正前

比較

資本勘定支弁職員

合　　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員 0

12,730

426

1,247 13,977
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2.給料及び手当の増減額の明細

人事異動に伴う増減分

人事異動に伴う増減分

手　当 324

勤 勉 手 当

共済費

404

住 居 手 当

法 定 福 利 費 1,2471,247 1,247

6,173給 料

管 理 職 手 当

906

手当の内訳

補正後

比　較

補正前

区分

増　減　額区分

14,529 5,271

0 210

4,1371,560

1,872

退職給付費

6,009

11,35419,420

3,484

1,770

167

特殊勤務手当

167

期末手当

262 1,973

3,222

21,393

児童手当

510

補正後

補正前

比　較

扶養手当 地域手当区分

14,529

超勤手当

3,630

3,120 0

324

通勤手当住居手当 管理職手当

2,016

1,920

1,596

1,192

96

0

404

2,636

324

浄水場管理手当

0

宿日直手当

地 域 手 当 262

（単位：千円）

備　　　　　考説　　　　　明

510扶 養 手 当

人事異動による増減

増　減　事　由　内　訳

給　料

2,636

5,271

0

906

12,260

勤勉手当

通 勤 手 当

6,173 6,173

自己都合退職に伴う減分

人事異動に伴う増減分 人事異動による増減6,557

自己都合退職に伴う減分

6,651

△ 94 退 職 給 付 費

児 童 手 当

退 職 給 付 費 1,966

人事異動による増減

△ 94

1,973期 末 手 当

96

210
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議案第１９号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市一般会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市一般会計歳入歳出決

算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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白  紙 

184

kagotani2320
長方形



議案第２０号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市樽井地区財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

185



白  紙 

186

kagotani2320
長方形



議案第２１号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市狐池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市狐池財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

187



白  紙 

188

kagotani2320
長方形



議案第２２号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市信達市場（久堀池）

財産区会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

189



白  紙 

190

kagotani2320
長方形



議案第２３号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市馬場財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市馬場財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

191



白  紙 

192

kagotani2320
長方形



議案第２４号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市男里財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市男里財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

193



白  紙 

194

kagotani2320
長方形



議案第２５号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市海営宮池財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

195



白  紙 

196

kagotani2320
長方形



議案第２６号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市信達市場財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市信達市場財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

197



白  紙 

198

kagotani2320
長方形



議案第２７号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市新家高野・野口（大掛）財産区会計歳入歳出決算認定に 
   ついて 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市新家高野・野口（大

掛）財産区会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

199



白  紙 

200

kagotani2320
長方形



議案第２８号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市幡代財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市幡代財産区会計歳入

歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

201



白  紙 

202

kagotani2320
長方形



議案第２９号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市信達岡中財産区会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

203



白  紙 

204

kagotani2320
長方形



議案第３０号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市信達岡中新池財産区

会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

205



白  紙 

206

kagotani2320
長方形



議案第３１号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市国民健康保険事業特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

207



白  紙 

208

kagotani2320
長方形



議案第３２号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市下水道事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市下水道事業特別会計

歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

209



白  紙 

210

kagotani2320
長方形



議案第３３号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市汚水処理施設管理特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

211



白  紙 

212

kagotani2320
長方形



議案第３４号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市介護保険事業特別会

計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

213



白  紙 

214

kagotani2320
長方形



議案第３５号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市後期高齢者医療事業

特別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

215



白  紙 

216

kagotani2320
長方形



議案第３６号 
 

   平成２６年度大阪府泉南市公共用地取得事業特別会計歳入歳出決算認定について 

 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規定により、平成２６年度大阪府泉南市公共用地取得事業特

別会計歳入歳出決算を別紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 

217



白  紙 

218

kagotani2320
長方形



議案第３７号 
 

   平成２６年度泉南市水道事業会計決算認定について 

 
 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項の規定により、平成２６年度泉南市水道事業会計決算を別

紙監査委員の意見を付けて議会の認定に付す。 
 
  平成２７年９月２日提出 
 
                               泉南市長 竹 中 勇 人 
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白  紙 
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kagotani2320
長方形
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